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日本が目指す姿の実現に向けて

第百八十三回国会における安倍内閣総理大臣施政方針演説（平成25年２月28日）

「世界で最もイノベーションに適した国を創り上げます」
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統合イノベーション戦略（平成30年６月15日 閣議決定）

大学や国研が産学官を交えた知識集約型産業の中核
となるイノベーション・エコシステムを全国各地に構築
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大学改革の方向性（関係者の共通理解）

政府、企業、国民（学生や卒業生）から見て、大学への投資価値が十分見えていない現状

我が国の研究力の飛躍的向上の中核となる
大学の「投資対象としての価値」を向上・可視化することが不可欠

社会が価値の存在を信じて資金を提供する大学

→ 投資対象としての価値を自ら社会に説明する大学へ

【現状】

• 国立大学等運営費交付金の法人化後の減少。

• 競争的資金へのシフト。

• 企業からの投資や民間・卒業生等からの寄附金が、海外有力大学と比較して少ない。

（企業自身は中央研究所を縮小する傾向）

• 博士課程への進学者数が減少。



大学改革の方向性

人

材

ü若手研究者が活躍できる人事と給与

ü経験の幅を広げる（海外を含めた）、人材流動性の向上

資

金

ü若手研究者への研究資金の提供

ü財源の多様化による大学の財政基盤の強化

組

織

ü「運営」から「経営」への転換

ü投資先として信頼されるガバナンスの確立

ü大学間を超えたリソース共有によるポテンシャルの拡大
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【人材】現状と課題

〇大学本務教員に占める若手教員の割合は低下傾向。
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出典：文部科学省「学校教員統計調査」及び総務省「人口推計」を基に、科学技術・学術政策研究所並びに文部科学省集計



【人材】現状と課題

〇日本でセクター間を異動した研究者の割合は、平成18年度と平成28年度を比較しても、同

水準にとどまっている。
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【人材】人事給与マネジメント改革における年俸制の推進
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平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）文部科学省提出資料
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【資金】現状と課題

〇大学の研究費の企業負担割合は世界的に見ても低い。

○共同研究費の約８割は300万円未満の小規模なもの。
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日本の大学等における１件当たり共同研究費

出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について（平成28年度）」

海外の大学では、1件あたり
1000万円以上が一般的
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出典：文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」
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【資金】現状と課題

〇産学連携のための機能整備は遅れており、ライセンス収入は未だ低い水準。

〇2016年度の日本の大学ライセンス収入は45.3億円に対して、米国は約2,800億円。
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【資金】現状と課題

〇米国と比較しても、日本の大学に対する寄付は少額。

日本（2014年度※１） 米国（2015年度※２）

大学合計 2,635億円（約650大学、平均4億円） ４兆8,360億円（約1,000大学、平均48億円）

１ 東京大学 149億円 スタンフォード大学 1,956億円

２ 慶応義塾大学 86億円 ハーバード大学 1,260億円

３ 大阪大学 85億円 南カリフォルニア大学 784億円

４ 京都大学 79億円
カリフォルニア大学
サンフランシスコ校（州）

730億円

５ 東北大学 59億円 コーネル大学 709億円

６ 九州大学 48億円 ジョンズ・ホプキンス大学 699億円

７ 名古屋大学 45億円 コロンビア大学 663億円

８ 日本大学 43億円 プリンストン大学 660億円

９ 早稲田大学 36億円 ノースウエスタン大学 644億円

１０ 北海道大学 31億円 ペンシルバニア大学 621億円

（現物寄附を含む）
※１：科学技術イノベーションの基盤的な力に関するＷＧ第５回（H29.1.13）河田理事長提出資料
※２：Council for Aid to Education 2016に基づき内閣府が推計 （寄附額は１ドル＝120円で試算）
【参考１】日本の国立大学への寄附額合計：約７０７億円（2014年度実績）
【参考２】ＧＤＰ（2015年公表値）：日本（495兆円）、米国（2,154兆円）



【資金】第三期中期目標計画中の国立大学運営費交付金
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平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）文部科学省提出資料
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【資金】第四期中期目標期間の期首に向けた方向性
平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）上山議員提出資料
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【資金】英国－イングランドのブロックファンドの評価
平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）上山議員提出資料
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【資金】海外における運営費交付金の配分方法の変化
平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）上山議員提出資料
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【資金】イギリス機関向け交付金
平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）上山議員提出資料



【組織】国立大学の「経営改革」の展望
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平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）文部科学省提出資料



【組織】国立大学の一法人複数大学制等の導入に向けた検討
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平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）文部科学省提出資料



【組織】大学等連携推進法人制度（仮称）について
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平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）文部科学省提出資料



統合イノベーション戦略における主要な施策
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平成30年12月総合科学技術・イノベーション会議（第41回）上山議員提出資料


